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Ａ．研究目的  

行動科学の知見を用いた健康行動変容の

ための介入の効果を批判的に検討する。と

くに近年政策担当者や研究者から人気の高

いナッジについて批評し、より最近の潮流

になりつつあるブースト介入との違いや、

健康分野におけるブースト介入の可能性に

ついて議論する。 
 

目的  

本研究では、ナッジとブーストについて

既存文献をレビューし、その結果から両者

の特徴や課題点を明らかにすることを通し

て、行動科学の知見を用いた健康行動介入

の策定への示唆を得ることを目的とする。 
 

Ｂ．研究方法  

１．文献レビュー 

研究要旨 
 生活習慣病の一次予防においては健康行動の分析が欠かせない。行動科学の知見を用いた介

入方法であるナッジやブーストは近年注目が高く、健康分野への応用可能性が高い。 

 

本報告書ではナッジとブーストの概念等の比較を行う。ナッジは意思決定における特定の認知

バイアスが起こるような仕掛けの環境を作り、それを逆利用することで望ましい行動変容を引

き起こそうとする介入である。一方、ブーストでは人々の内部の意思決定様式を強化し認知バ

イアスを抑えることによって望ましい行動変容につなげようとする介入である。 
 
ナッジは人々を無意識のうちに特定の行動へ誘導するという点において人々の自律性を侵害し

ている可能性がある。一方、ブーストでは介入対象の積極的な関与が求められるため、自主性

の侵害の可能性は比較的低い。ただし、ブーストでは「健康無関心層」のように健康増進に興

味を持たなかったり積極的に軽視している人々に対する介入効果は限定的だ。 
 
現時点では特にブーストに関するエビデンスが不足しており、所与の状況下においてナッジと

ブーストのどちらを採用するべきかについて科学的な答えはない。介入効果の大きさ、持続性

に加えて、社会グループ毎の効果の違いなどに関する今後の分析が必要である。 
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 ナッジやブーストをはじめとする行動科

学の知見を使った介入方法の健康行動（喫

煙、飲酒、運動、食生活）への効果や、同

介入の倫理的な課題点等について文献を調

査した。 
２．分析 

文献レビューを受けて、ナッジとブース

トを比較しながら両者の特徴や課題点につ

いて質的な分析を行った。 
 

（倫理面への配慮）  

 一次データを扱う研究ではなく、特段の

配慮は要しない。  

 

Ｃ．研究結果と考察  

2008 年に Richard Thaler と Cass Sunstein

によって『ナッジ』が出版されて以来、行

動科学や行動経済学の知見を用いた政策の

注目度はかつてないほど高くなった。[1] 

特に、個人の選択の権利や金銭的インセン

ティブを損なわずに行動変容を起こすナッ

ジの試みは自由主義的な政策担当者にとっ

て魅力的である。英国における

Behavioural Insight Team をはじめとして、

世界各国や国際機関等がいわゆるナッジユ

ニットを立ち上げ、行動科学的な知見にも

とづく政策策定にむけて国際的に協力体制

を築いている。日本においても環境省を中

心とする日本版ナッジユニット（BEST）

がある。  

 

一方、上記のような熱狂からおよそ１０

年が経ったいま、依然としてナッジの効

果、特にその健康行動への効果については

分からないとことが多い。[2-4] 健康分野

では、ナッジはその場限りの行動変容には

効果を発揮することがあると分かってい

る。例えばワクチンの接種率上昇や健康診

断の受診である。[5,6] その一方、慢性疾

患の自己管理のように複雑な日常生活の中

での生活習慣の変化や、持続的な行動変容

への効果については結局あまり分かってい

ない。「エビデンスに基づく政策策定」の

観点からは、ナッジを使った生活習慣病予

防介入の正当化には今後より多くのエビデ

ンスが必要である。[7-9] 

 

ナッジに関する議論は効果に対するエビ

デンスの充実度だけでなく、別の批判も生

んできた。ナッジによる介入はリバタリア

ン・パターナリズムの考え方に沿って施行

されるものである。すなわち、ナッジは

（介入を行う側でなく介入を受ける側の視

点で）人々の生活を改善しなくてはなら

ず、その結果は人々の選択の自由を妨げな

い形で達成されなければならない。この主

張に対する正面からの批判がある。少なく

ともある種のナッジは人々の選択の自由

[10]や自律性[11]を侵害する可能性が指摘

され、それが経済学のみならず哲学や倫理

等を含めた複数の分野の専門家によるナッ

ジの正当性に関する議論を巻き起こした。

[10-15] 

 

ナッジに関する批判的な議論は現時点で

も活発に続いているが、そうした議論の中

でナッジを代替もしくは補完するような行

動科学的介入が提案されてきている。[16]

ブースト介入はそのひとつで、特に健康増

進分野において効果が期待されている。  

 

１．ブーストとは何か、ナッジとどう違う

のか？  
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ブーストは哲学者の Till Grüne-Yanoff と心

理学者の Ralph Hertwig によって概念化さ

れた介入方法である。[17]ナッジが暗黙の

うちに仮定している人間の意思決定の様式

の少なくともいくつかは現実に反している

のではないかという考えのもとに概念化が

進んだとされている。たとえば、ナッジで

は人間の意思決定では無意識に起きる「認

知バイアス（偏り）」が避けられず、それ

が（個人にとって）最善でない行動につな

がると考える。認知バイアスには一定のパ

ターンがあり予測可能なため、そのパター

ンを利用して望ましい行動変容を起こそう

というのがナッジの基本的なアイデアであ

る。一方で、ブーストではそうした認知バ

イアスは適切な介入によって克服できるも

のだと考える。[18] その克服を手助けす

る介入がブーストということだ。  

 

ナッジと同様に、ブーストでは規制のよ

うに個人の選択を制限したり、課税のよう

に金銭的なインセンティブを付与すること

はない。ナッジでは認知能力を向上させる

という考えはないが、ブーストでは人々の

認知上の意思決定能力は改善できるものだ

と仮定する。[19] ナッジでは人々の内的

な意思決定様式を変更しようとはせず、外

的な選択環境（選択アーキテクチャ）を変

えることにより行動変容を起こす。つま

り、ナッジでは行動における特定の認知バ

イアスが起こるような仕掛けの環境を作

り、それを逆利用することで望ましい行動

を引き起こそうとする。ブーストでは人々

の内部の意思決定様式を強化し認知バイア

スを抑えることによって望ましい行動変容

につなげようとする。  

 

具体例で説明するため、いま保健当局がタ

バコ消費を減らしたいと考える。その際考

えられるナッジのひとつは、コンビニエン

スストアなどタバコを販売している店舗に

おいてタバコ商品が目に入らないように陳

列棚にカーテンを掛けることによって、消

費者がタバコへの注意を引くことなく、従

って欲求の引き金が引かれないように環境

を整える。[20] 一方ブーストでは、喫煙

者に対して瞑想方法の訓練を施すことによ

って、ニコチンへの欲求を自制する力を高

めようとする（瞑想によって自制心が高ま

るというエビデンスがある）。[21]  

 

２．ナッジとブーストの差異がなぜ重要

か？  

 

ナッジとブーストの差異はその倫理的な

含意が異なるため重要である。第一に、ナ

ッジは人々を無意識のうちに特定の行動へ

誘導するという点において人々の自律性を

侵害している可能性がある。特に、人々の

選択における自主性を最大限尊重するため

に介入は合理的な説得に基づくべき、とい

う立場を取る場合にはこの点はなおさら問

題となる。[11] ブーストでは介入対象の

積極的な関与が求められるため、自主性の

侵害の可能性は比較的低いと考えられる。

一方で、ブーストでは「健康無関心層」の

ように健康増進に興味を持たなかったり積

極的に軽視している人々に対して高い介入

効果をもたらす可能性は高くないかもしれ

ない。  

 

第二に、ナッジでは特定の方向に人々の

行動を誘導しようとしているが、この点に

も問題点がある。人々の選好や生活の目的
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は様々であるが、一つのナッジで全ての

人々の行動を変えるような介入は、異なる

人々すべてに対して（介入側でなく被介入

側からみて）便益をもたらすような設計に

はならない可能性が高い。将来の心疾患の

可能性を減らすことよりも現時点で「不健

康な」食事を楽しみたいと合理的に考えて

いる人もいるからだ。[10, 22] このこと

は「ナッジの設計者が誰であれば説明責任

を果たせるのか」という難しい問題を提示

している。ナッジ介入をする者（政府な

ど）が人々の健康や幸福を真に願っていた

としても、それが介入を受ける側の立場か

ら常に賛同を得られるわけではない。ブー

ストはあくまでも個人の意思選択をその人

にとって良い選択ができるように助力する

のが目的であるため、パターナリズムに対

する批判はナッジと比べて少なそうであ

る。ブースト介入を行う者は、必ずしも

人々の選好や生活の目的を完全に理解して

いる必要がないからだ。 

 

３．ナッジとブースト：どちらを選ぶか？  

 

どのような状況下であればナッジよりブ

ーストを選ぶべきであろうか。ブースト介

入に関する実証研究の数は限られるため、

現時点で決定的な選択方法はない。どちら

の介入にも共通した目的は、自律性や尊厳

といった広く共有されている価値観に反す

ることなく、長期的に持続する行動変容を

起こすことである。ブーストが成功するよ

うな状況においては、ナッジでは短期的か

つ局所的な効果しかもたらすことができな

いときでも、ブーストで代替することで長

期的な行動への効果が現れるかもしれな

い。一方で、ブーストでは行動変容への動

機づけの弱い人々に対しては効果が限られ

るが、その場合はナッジによって無意識の

うちに望ましい方向へと行動を変えること

で厚生を改善できるかもしれない。[15, 

19]  

 

D. 結論  

現状のエビデンスでは、ナッジとブース

トとの間で一方が他方よりも常に優れてい

るということはなさそうである。特にブー

ストについては研究の蓄積が少ない。介入

効果の大きさ、持続性に加えて、社会グル

ープ毎の効果の違いなどに関する分析が必

要である。そうした分析の結果、ナッジや

ブーストといった行動科学の知見が健康政

策担当者や医療従事者にとって有用なツー

ルになるようなガイドライン等の設計に結

びつけることができれば尚良い。  
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